
登別市定員適正化計画

（令和５年度～令和９年度）

令和５年 3月
登 別 市



1

目次

１ はじめに....................................................................................................................................１

２ これまでの取り組み状況...........................................................................................................１

３ 現状分析....................................................................................................................................１

（１）本市の現状.........................................................................................................................１

ア 人口の変化.........................................................................................................................１

イ 職員数の推移......................................................................................................................１

ウ 職員の年齢構成・退職者及び職員採用の状況...................................................................３

（２）類似団体との比較..............................................................................................................４

（３）定員回帰指標による適正値の算出.....................................................................................６

（４）道内他市との比較..............................................................................................................７

４ 新たな定員適正化計画..............................................................................................................７

（１）基本方針.............................................................................................................................７

（２）計画期間.............................................................................................................................８

（３）目標....................................................................................................................................８

５ 定員適正化の方策......................................................................................................................８

（１）外部委託及び指定管理者制度の活用推進..........................................................................８

（２）事務事業の再編、廃止及び統合の推進..............................................................................８

（３）組織機構の見直し..............................................................................................................９

（４）職員の能力向上..................................................................................................................９

（５）多様な雇用形態の活用.......................................................................................................９

６ 将来に向けて.............................................................................................................................９



１

１ はじめに

登別市では、行政ニーズの多様化、複雑化の進展により地方公共団体が担う業務が増

大する中で、最小限の人員で最大限の効果をあげることができるよう、平成７年度から

定員適正化計画を策定し、定員の管理に取り組んでいます。

平成２８年に策定した登別市総合計画第３期基本計画では、新たに「担いあうまちづ

くりのための基盤づくり」を目指し、そのための主要な施策として事務事業の見直しや

適切な定員管理を掲げています。

このような中で、令和２年度より導入した会計年度任用職員制度においては、これま

での臨時・非常勤職員制度の運用を抜本的に見直し、定例的、反復的な事務については

会計年度任用職員に移行させたほか、令和５年度より導入する定年延長制度においては、

管理職に就く職員を原則６０歳で非管理職に異動させる管理監督職勤務上限年齢制の導

入など、組織を取り巻く環境は大きく変化しています。

今後も、将来の組織を支える人員を計画的に確保するとともに、持続可能な財政運営

と安定した行政サービスの提供を図るため本計画を策定するものであります。

２ これまでの取り組み状況

これまでの計画とその実績は以下のとおりです。

３ 現状分析

（１）本市の現状

ア 人口の変化

本市の人口は、平成２８年３月に５０，０００人を割り込み、減少を続けていま

す。

国立社会保障・人口問題研究所の日本の地域別将来人口推計（平成３０年推計）

によると、令和２７年には、３１，１７０人まで減少するものと見込まれています。

イ 職員数の推移

平成２２年４月１日から令和４年４月１日の間に職員数は２５人減少しています。

その主な要因は、技能労務職員等の給与等の見直しに向けた取組方針に基づく運

転手、葬斉場、清掃指導、学校公務補等の技能労務職の不補充や、公立保育所民営

化へ向けた保育士の採用抑制、消防体制の見直しによる消防職員の減などでした。

年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28 年度

目 標 値 ４６７ ４５１ ４５０ ４４６ ４４５ ４３４ ４３０

実 績 ４５１ ４５０ ４４９ ４４４ ４３８ ４３４ ４２８

達成状況 －１６ －１ －１ －２ －７ ０ －２

年度 平成 29年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

目 標 値 ４３０ ４３２ ４３６ ４３２ ４２８ ４２０

実 績 ４２８ ４３２ ４３６ ４２９ ４２７ ４２６

達成状況 －２ ０ ０ －３ －１ ６
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期間中の職員構成

※事務職等…保育士、技能労務職及び消防職員を除く職員

人口の推移及び推計と職員数の変遷
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度

令
和
２
年
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和
３
年
度

令
和
４
年
度

比
較

〔部局別職員数〕

総 務 部 53 53 53 53 57 50 53 51 51 56 55 55 56 3

市民生活部 60 52 54 52 52 55 55 55 52 54 48 52 50 -10

保健福祉部 118 121 117 120 113 108 104 105 110 113 112 113 115 -3

観光経済部 18 20 22 22 22 23 20 20 21 20 20 19 19 1

都市整備部 65 65 65 63 63 64 65 64 65 64 63 61 61 -4

会 計 5 5 5 5 5 5 5 5 5 6 5 5 5 0

議会事務局 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 6 6 6 1

選挙管理委員会事務局 3 3 3 3 0 1 1 1 1 1 2 2 2 -1

農業委員会事務局 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 -1

監査委員事務局 4 4 4 4 3 3 3 3 3 3 2 2 2 -2

教 育 部 34 35 34 33 34 35 32 32 32 31 33 33 32 -2

消 防 85 86 86 83 83 84 84 87 87 83 83 79 78 -7

合計 451 450 449 444 438 434 428 428 432 436 429 427 426 -25

〔職種別職員数〕

事務職等※ 312 314 317 315 315 311 311 310 311 321 315 318 314 2

保 育 士 35 37 35 35 31 30 24 23 25 23 23 22 26 -9

消 防 職 員 85 86 86 83 83 84 84 87 88 84 84 80 79 -6

技能労務職 19 13 11 11 9 9 9 8 8 8 7 7 7 -12

合計 451 450 449 444 438 434 428 428 432 436 429 427 426 -25
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ウ 職員の年齢構成・退職者及び職員採用の状況

現在、本市における各年齢区分の人数の平均は９．１人となっていますが、本市

においては、昭和５８年から平成元年までの間と平成１０年代に極端な採用の抑制

を行っていることから、事務職等においては５５歳以降、消防職員においては５０

歳以降の職員数が他の世代と比較して少なくなっています。

近年、若い年齢層はおおむね平準化されてきましたが、５０歳代については、職

員数が少ない状況となっています。

職員の年齢構成（令和４年４月１日）

採用年度別職員数
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今後は、定年延長制度の導入に伴い、年度によっては定年退職者がいないことや

前述の人数の少ない世代が定年を迎える時期となることから、退職者数はこれまで

と比較し、少ない水準で推移することが予想されます。

加えて、向こう５年間に６０歳に到達する職員に行った意向調査（令和４年１０

月実施）の結果を反映すると、退職者の見込みは以下のとおりとなります。

退職者の見込み（各年度末見込み）

（２）類似団体との比較

総務省は、地方公共団体が自主的に適正な定員管理を推進するための参考指標とし

て「類似団体別職員数の状況」を公表しています。

本市は平成２８年度までⅡ－３類型に属しておりましたが、平成２７年国勢調査の

結果、人口が５０，０００人を割り込んだことから、平成２９年度からⅠ－３類型に

属しております。

Ⅰ－３類型による比較

職員数の増減 単純値及び修正値により算出した職員数との比較
Ⅰ－３

単純値 による比較 修正値 による比較

大 部 門
R2.4.1現
在職員数

R3.4.1現
在職員数

増減
R4.4.1現
在職員数

増減

　単純値
×住基人

口
/10,000

超過数 超過率

　修正値
×住基人

口
/10,000

超過数 超過率

A B B-A C C-B D E（B-D） E/B×100 F G（B-F） G/B×100
人 人 人 人 人 人 人 ％ 人 人 ％

議会 6 6 6 6 0.0 6 0.0
総務・企画 81 83 2 84 1 105 ▲ 21 ▲ 25.0 107 ▲ 23 ▲ 27.4
税務 21 22 1 21 ▲ 1 26 ▲ 5 ▲ 23.8 27 ▲ 6 ▲ 28.6
民生 74 76 2 77 1 90 ▲ 13 ▲ 16.9 109 ▲ 32 ▲ 41.6
衛生 21 24 3 23 ▲ 1 37 ▲ 14 ▲ 60.9 36 ▲ 13 ▲ 56.5
労働 1 1 1 1 0.0 2 ▲ 1 ▲ 100.0
農林水産 5 5 5 24 ▲ 19 ▲ 380.0 27 ▲ 22 ▲ 440.0
商工 14 13 ▲ 1 13 17 ▲ 4 ▲ 30.8 18 ▲ 5 ▲ 38.5
土木 37 36 ▲ 1 36 39 ▲ 3 ▲ 8.3 38 ▲ 2 ▲ 5.6
一般行政計 260 266 6 266 346 ▲ 80 ▲ 30.1 370 ▲ 104 ▲ 39.1
教育 33 33 32 ▲ 1 60 ▲ 28 ▲ 87.5 47 ▲ 15 ▲ 46.9
消防 84 80 ▲ 4 79 ▲ 1 30 49 62.0 91 ▲ 12 ▲ 15.2
普通会計計 377 379 2 377 ▲ 2 436 ▲ 59 ▲ 15.6 508 ▲ 131 ▲ 34.6
病院
水道 15 15 15
下水道 11 10 ▲ 1 10
交通
その他 26 23 ▲ 3 24 1
公営企業等会計 52 48 ▲ 4 49 1
合計 429 427 ▲ 2 426 ▲ 1

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

定年退職者 ０ ５ ０ ４ ０

その他退職予定者 １ １ ０ ０ ０

暫定再任用職員

（フルタイム）の

任期満了者

７ ５ ０ ２ ２

退職者計 ８ １１ ０ ６ ２

暫定再任用職員

（フルタイム）

希望者

３ ０ ４ ０ ４
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単純値・修正値

分析方法

類似団体毎に単純値と修正値により算出した平均値と比較することで、当該団体の職員数

の状況を分析するものである。

単純値

職員が配置されていない部門を考慮することなく集計して、平均値を算出するもの。単純

値は、普通会計、一般行政部門、総務、衛生といった大部門以上の定員管理の大まかな状況

を把握する場合に適している。

修正値

団体によっては、清掃業務を民間委託している場合や消防業務を一部事務組合等の所管と

している場合など、職員が配置されていない場合があるため、各部門に実際に職員を配置し

ている団体のみを対象にして平均値を算出するもの。修正値は、大部門よりも細かい中部門

又は小部門の職員数を比較する場合に適している。

※単純値と修正値では、算出される職員数が基本的に異なることから、部門別職員数や全体

の職員数において、単純値と修正値の大小関係に留意した上で、実職員数と比較し、分析

を行う必要がある。

※類似団体別職員数は、類似団体別に、「人口 1万人当たりの職員数」という指標のみを用い

て比較したものである。

地方公共団体が実際に職員を配置するにあたっては、人口規模以外にも、地勢条件、団体

の財政状況等の社会経済条件、地域住民の行政に対する要望や団体の施策の選択等の様々

な要因（行政需要）で決定されることから、算出結果は、「あるべき水準」を示すものでは

なく、各団体が自ら考える“あるべき水準”を検討するうえでの“気づき”のための指標

として活用することが目的である。

※類型の区分

※総務省ホームページより

産業構造
Ⅱ次,Ⅲ次 90%以上 Ⅱ次,Ⅲ次 90%未満

Ⅲ次 65％以上 Ⅲ次 65％未満 Ⅲ次 55％以上 Ⅲ次 55％未満

人
口

0 以上～

50,000 未満
Ⅰ-3 Ⅰ-2 Ⅰ-1 Ⅰ-0

50,000 以上～

100,000 未満
Ⅱ-3 Ⅱ-2 Ⅱ-1 Ⅱ-0

100,000 以上～

150,000 未満
Ⅲ-3 Ⅲ-2 Ⅲ-1 Ⅲ-0

150,000 以上～ Ⅳ-3 Ⅳ-2 Ⅳ-1 Ⅳ-0

本市が属しているⅠ－３類型においては、単純値、修正値とも算出値より職員数が少

ない分析となり、主な部門別職員数は、修正値と対比させた場合、「総務・企画」部門で

２３人、「民生」部門で３２人少ない結果となっています。

また、職員数全体に対する主な部門別職員数の割合については、修正値と対比させた

場合、「議会」部門「土木」部門及び「消防」部門の割合が多くなっています。

「議会」部門に職員数が多いのは、職員の育児休業取得に伴う職員配置によるもの、

「土木」部門については、本市の行政面積が大きいことによる各種インフラの整備に携

わる職員の必要数が標準的な自治体規模と比較し多くなっていること、「消防」部門に職

員数が多いのは、本市の地理的な要因により、支署が多く配置されていることなどが考

えられます。
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修正値と本市の比較（職員数全体に対する部門別職員数の割合）

（３）定員回帰指標による適正値の算出

上記の類似団体との比較においては、職員数の水準を産業別就業人口及び人口規模

を元にした類似団体との比較ができますが、適正な職員数を判断する基準として「行

政面積」の考え方が含まれていないことから、総務省公務員部給与能率推進室（地方

公共団体定員管理研究会）が試算している人口規模と行政面積を元にした「定員回帰

指標」を用いて適正数を算出します。

定員回帰指標を用いた職員数の算出式

試算職員数（一般行政・普通会計部門職員数）＝

人口千人あたりの係数×人口（千人）＋面積１㎢あたりの係数×面積（㎢）＋一定値

基礎データ（令和４年１月１日）

人口：４６，１３５人≒４６千人

面積：２１２．２１㎡

※地方公共団体における適正な定員管理の推進について

（総務省地方公共団体定員管理研究会）より

区分
人口千人あたり

の係数

面積１㎢あたり
の係数

一般市
一般行政 ４．０ ０．２２

普通会計 ５．７ ０．３３

0%
20%
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60%
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100%
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定員回帰指標を用いた職員数の算出

この指標を使用した場合、本市の行政面積が大きいことから、算出されたⅠ類の職

員数と比べ少ないことがわかります。

（４）道内他市との比較

人口千人あたりの一般行政職職員数を比較すると、本市は、５．７７人となってお

り、道内３５市の中では、平均的なレベル職員数となっています。

道内の市における人口千人あたりの職員数

※職員数のデータは、令和４年地方公共団体定員管理調査（基準日 令和４年４月１日）を使用した。人

口のデータは、令和４年１月１日住民基本台帳人口・世帯数、令和３年（１月１日から同年１２月３

１日まで）人口動態（市区町村別）を使用した。

※同一条件で比較するため、職員数は、地方公共団体定員管理調査における一般行政職の職員数で比較

した。

４ 新たな定員適正化計画

（１）基本方針

分析の結果を踏まえると、現在の本市の職員数は、類似団体や定員回帰指標と比べ

少ない職員数となっておりますが、適正性を欠く水準には無いものと考えています。

しかしながら、これまで職員の大量採用やその反対の採用抑制により生じた職員の

年齢構成の偏りは、職員の知識やノウハウの継承が円滑に行われないなどの問題を生

順位 市名
人口千人あたりの
一般行政職職員数

類型区分 順位 市名
人口千人あたりの
一般行政職職員数

類型区分

1 札幌市 3.79 指定都市 19 伊達市 6.90 市Ⅰ－１

2 江別市 4.07 市Ⅲ－３ 20 北見市 7.19 市Ⅲ－１

3 北斗市 4.20 市Ⅰ－１ 21 網走市 7.23 市Ⅰ－１

4 室蘭市 4.29 市Ⅱ－３ 22 留萌市 8.06 市Ⅰ－３

5 苫小牧市 4.55 市Ⅳ－３ 23 根室市 9.49 市Ⅰ－１

6 旭川市 4.73 中核市 24 富良野市 9.56 市Ⅰ－１

7 恵庭市 4.82 市Ⅱ－３ 25 名寄市 9.56 市Ⅰ－１

8 帯広市 4.84 市Ⅳ－１ 26 深川市 9.92 市Ⅰ－１

9 函館市 5.06 中核市 27 砂川市 10.02 市Ⅰ－３

10 千歳市 5.10 市Ⅱ－３ 28 美唄市 10.25 市Ⅰ－１

11 岩見沢市 5.18 市Ⅱ－１ 29 紋別市 10.32 市Ⅰ－１

12 北広島市 5.37 市Ⅱ－３ 30 赤平市 11.85 市Ⅰ－３

13 釧路市 5.52 市Ⅳ－３ 31 夕張市 12.19 市Ⅰ－１

14 登別市 5.77 市Ⅰ－３ 32 芦別市 12.39 市Ⅰ－１

15 石狩市 6.18 市Ⅱ－３ 33 士別市 12.50 市Ⅰ－１

16 小樽市 6.19 市 Ⅲ－３ 34 三笠市 14.12 市Ⅰ－３

17 滝川市 6.27 市Ⅰ－３ 35 歌志内市 25.38 市Ⅰ－３

18 稚内市 6.63 市Ⅰ－１

令和４年４月１日

の職員数

定員回帰指標により

算出された職員数（Ⅰ類）

一 般 行 政 職 ２６６ ２９０

普 通 会 計 ３７７ ４１２
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じさせ、このまま定年退職者数と同数の新規採用を行った場合、今後も同様の問題が

継続されることから、定年引き上げ期間中における新規採用者数の平準化や、定年引

上げ期間中の退職者数等を上回る採用を検討するなど、一定数の職員採用を継続し、

職員の年齢層を平準化しつつ、スリムで持続可能な組織づくりを目指します。

（２）計画期間

本計画は、令和５年度から令和９年度までの５年間を計画期間とし、終了日を令和

１０年４月１日とします。

（３）目標

本市の令和４年４月１日現在の職員数は、専門職等の欠員などもあり、４２６人と

なっていますが、過度な新規採用の抑制は、職員の年齢構成のバランスを崩し、将来

的な組織運営に影響を及ぼします。

こうした状況から、現在の職員の年齢構成等を基準として、職員の年齢層を平準化

し、かつ、組織の安定的な運営を図るためには、毎年、最低でも事務職等で３人程度、

消防職員で１～２人程度、合計４～５人程度の新規採用を維持し続けていく必要があ

ると考えます。ただし、技能労務職については、従来どおり退職不補充とします。

これらを踏まえた定員適正化の方策の着実な実施により、令和５年４月１日の職員

数４４８人を基点とし、令和１０年４月１日の職員総数の目標を１２人減の４３６人

とします。

職員数の目標値

５ 定員適正化の方策

（１）民間委託等の推進

民間に十分な技術や経験のある業務・施設管理等については、費用対効果を勘案し

ながら、民間活力を積極的に活用し、公共施設における職員配置を見直すとともに、

委託が可能なものについては、引き続き、民間委託の導入を検討します。

（２）事務事業の再編、廃止及び統合の推進

事務事業評価等により、事務事業の内容を見直し、簡素化・廃止・統合などと併せ

て、職員数の適正化を図ります。

事務事業の再編にあたっては、単に目先の職員数や人件費を減らすことに注目する

のではなく、ＲＰＡをはじめとするＩＣＴ技術の積極的な活用により業務効率化を進

め、ワークライフバランスに配慮した働きやすい職場環境の整備など、職員の働き方

の改善をともなう長期的な視点での人員の適正化を目指します。

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度

職員数

（各年度４月１日） ４４８人 ４４７人 ４４６人 ４４４人 ４４３人 ４３６人
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（３）組織機構の見直し

新たな行政課題や市民の多様なニーズに弾力的かつ的確に対応するため、毎年度組

織機構の見直しを実施し、簡素でかつ効率的な組織機構の編成を行います。

（４）職員の能力向上

限られた職員数で住民サービスの維持・向上を図るためには、職員一人ひとりの事

務処理能力や専門性を高めることが不可欠です。

時代のニーズに即した効果的な職員研修を実施するとともに、人事評価制度により、

職務の遂行能力や成果及び各職責の役割が果たされているかなどを適切に評価するこ

とにより、職員の積極性を引き出すなど、意識改革や資質の向上を図ります。

（５）多様な雇用形態の活用

令和２年度導入された会計年度任用職員制度により、定例的、反復的な事務につい

ては会計年度任用職員に移行させたほか、令和５年４月から実施される定年延長制度

に伴う定年前再任用制度の活用など、本人の希望を踏まえた柔軟な雇用形態での勤務

を行うこととします。

また、専門的知識や経験等が必要とされる業務や、一定の期間に限り業務量の増加

が見込まれる業務には、任期付職員の任用による柔軟な対応をとるなど、効率的な行

政運営に努めます。

（６）職場環境の整備

社会全体で働き方改革を推進する中、ワーク・ライフ・バランスの実現がより一層

求められ、本市においても、計画的な年次有給休暇の取得促進や時間外勤務の縮減に

努めており、職員が安心して育児休業や介護休暇等を取得することができる応援体制

の構築に職場全体で取り組んでいます。

一方で、複雑化・高度化する市民ニーズや新たな行政課題への対応などにより、職

員一人ひとりに対する責任や負担が大きくなるとともに、ストレスを抱える職員が増

えてきており、長時間の時間外勤務や休職者が発生しています。

職場環境を原因とする市民サービスの低下を招かないため、時間外勤務の抑制や、

心の病を事前に防止するための意識啓発や研修、長期療養者の円滑な復職の支援など、

職場環境の整備に努めます。

６ 将来に向けて

本市においては、人口５万人規模の時代が長く続き、この規模に見合った、必要最小

限で最大限の効果を発揮すべく組織運営を行ってきたところですが、人口が５万人を割

り込み、令和２７年には３１，１７０人まで減少することが見込まれている中で、今後

の職員採用については、長期的な視野で職員数の適正性を検討していかなければなりま

せん。

ただし、現状における見通しとしては、人口が数千人減少した場合であっても、業務

内容に大幅な減少は見込まれない一方で、市民ニーズの多様化、複雑化にともなう職員
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に求められる能力の高度化が今後も進むものと考えられることから、単純に「人口減＝

職員減」と捉えるのではなく、職員個々の持つ特性等を活かした適材適所の人事管理に

努めながら、その時々に見合った適切な職員数となるよう、引き続き各部等とのヒアリ

ング等を通じ検討していきます。


